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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第64期
第３四半期
連結累計期間

第65期
第３四半期
連結累計期間

第64期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年12月31日

自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （千円） 12,840,621 10,390,352 15,902,388

経常利益 （千円） 140,468 177,666 221,271

四半期（当期）純損失（△） （千円） △135,622 △279,015 △569,762

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 591,315 207,673 406,557

純資産額 （千円） 13,493,932 13,566,389 13,350,794

総資産額 （千円） 19,069,866 20,109,979 18,343,511

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）
（円） △15.54 △31.96 △65.26

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 70.8 67.5 72.8

 

回次
第64期
第３四半期
連結会計期間

第65期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成25年10月１日
至平成25年12月31日

自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 25.34 16.41

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失金額で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．専用信託が所有する当社株式は、１株当たり情報の算定上、控除する自己株式に含めておりません。

 

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

（1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用情勢、所得環境の改善が続く中、景気は緩やかな回復基

調が見られますが、急激な円安による原材料価格の高騰や消費者マインドの弱さ等、景気を下押しする懸念から、

依然として先行き不透明な状況で推移いたしました。

このような状況のもと、当社グループは製品開発を強化し、高付加価値製品の供給、販路の拡大に努めるとと

もに、ゴルフ事業において生産機能を再編し、本社工場から全ての量産工程をタイ国子会社工場へ移管を進めな

がら、生産規模に見合った本社工場の人員の適正化に努める等、生産効率の向上、製造コストの低減等に取り組

んでまいりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高103億90百万円（前年同期比19.1％減）となりました。利

益面につきましては、営業利益43百万円（前年同期は32百万円の営業損失）、経常利益１億77百万円（前年同期比

26.5％増）となりました。また、第2四半期において事業再編損を特別損失に計上したこと等により、四半期純損失

２億79百万円（前年同期は１億35百万円の四半期純損失）となりました。

 

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

（ゴルフ事業)

ゴルフ事業につきましては、収益性の見直しから、受注数は減少したものの、高付加価値製品の受注強化やタイ

工場の工程改善による製造原価の低減等で利益率の改善を図り、売上高42億82百万円（前年同期比29.0％減）、営

業損失５億34百万円（前年同期は６億53百万円の営業損失）となりました。

（ステンレス事業）

ステンレス事業につきましては、新規取引先との取引拡大、技術開発による高付加価値製品の供給に努め、売上

高は10億64百万円（前年同期比7.9％増）となりました。営業利益は売上高が増加したこと等により３億33百万円

（同64.9％増）となりました。

（鍛造事業）

鍛造事業につきましては、タイ国自動車産業の回復が遅れる中、生産効率の向上、製造原価の低減に努め、売上

高50億43百万円（同13.3％減）、営業利益５億72百万円（同25.3％減）となりました。

 

(2) 事業上及び財務上の対応すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、３億15百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(4) 従業員数

①連結会社の状況

当第３四半期連結累計期間において、従業員数が前連結会計年度末に比べ387名減少しております。その主な理

由は、ゴルフ事業において収益性の見直しを図ることによる受注数の減少やタイ国子会社工場の生産性向上等に

よる人員の減少であります。

②提出会社の状況

当第３四半期累計期間において、従業員数が前事業年度末に比べ81名減少しております。その主な理由は、ゴ

ルフ事業においてタイ工場へ量産工程の移管を進める中、組織の簡素化、人員の適正化を図ることに伴う、希望

退職者の募集によるものであります。
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(5) 生産、受注及び販売の実績

当第３四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績について著しい変更はありません。

(6) 主要な設備

当第３四半期連結累計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

 

EDINET提出書類

株式会社遠藤製作所(E01459)

四半期報告書

 4/17



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 29,800,000

計 29,800,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,441,800 9,441,800

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 9,441,800 9,441,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成26年10月１日～

平成26年12月31日
－ 9,441,800 － 1,241,788 － 1,183,788

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　711,700 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式　　8,729,200 87,292 同上

単元未満株式 普通株式　　　　　900 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 9,441,800 － －

総株主の議決権 － 87,292 －

 

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社遠藤製作所 新潟県燕市東太田987番地 711,700 － 711,700 7.5

計 － 711,700 － 711,700 7.5

（注）上記のほか、四半期連結財務諸表において、自己株式と表示している当社株式が15,900株あります。これは、従業

員株式所有制度の導入により、平成23年３月16日付で野村信託銀行株式会社（遠藤製作所従業員持株会専用信託

口）（以下、「専用信託口」といいます。）に譲渡した自己株式222,200株のうち、平成26年12月31日現在、専用

信託口が所有する当社株式であります。

 

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 ゴルフ事業部長 吉田　富雄 平成26年11月30日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,193,247 5,502,115

受取手形及び売掛金 2,304,482 3,531,382

商品及び製品 710,700 736,652

仕掛品 524,570 638,394

原材料及び貯蔵品 1,045,028 810,886

繰延税金資産 11,353 7,774

その他 144,228 231,884

貸倒引当金 △10,083 △18,981

流動資産合計 9,923,528 11,440,110

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,917,498 2,827,711

機械装置及び運搬具（純額） 2,967,394 2,976,848

工具、器具及び備品（純額） 76,366 103,112

土地 1,725,884 1,725,493

建設仮勘定 34,226 87,572

有形固定資産合計 7,721,370 7,720,737

無形固定資産 15,608 27,725

投資その他の資産   

投資有価証券 90,112 95,696

繰延税金資産 5,470 7,490

投資不動産（純額） 338,208 435,092

退職給付に係る資産 214,543 346,423

その他 40,842 42,877

貸倒引当金 △6,173 △6,173

投資その他の資産合計 683,004 921,406

固定資産合計 8,419,983 8,669,869

資産合計 18,343,511 20,109,979

 

EDINET提出書類

株式会社遠藤製作所(E01459)

四半期報告書

 8/17



 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,019,147 1,200,566

短期借入金 931,811 2,130,527

未払法人税等 103,593 79,558

未払金及び未払費用 584,385 906,148

賞与引当金 34,597 302,609

債務保証損失引当金 － 24,376

その他 117,106 118,595

流動負債合計 2,790,641 4,762,382

固定負債   

社債 600,000 1,100,000

長期借入金 951,478 194,891

リース債務 266,747 16,905

繰延税金負債 129,435 180,773

退職給付に係る負債 140,496 161,422

役員退職慰労引当金 43,119 61,120

資産除去債務 59,235 59,905

その他 11,562 6,188

固定負債合計 2,202,075 1,781,207

負債合計 4,992,717 6,543,590

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,241,788 1,241,788

資本剰余金 1,189,873 1,189,873

利益剰余金 10,543,866 10,248,443

自己株式 △315,111 △290,783

株主資本合計 12,660,416 12,389,322

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △2,435 2,033

為替換算調整勘定 655,322 1,149,978

退職給付に係る調整累計額 37,490 25,055

その他の包括利益累計額合計 690,377 1,177,066

純資産合計 13,350,794 13,566,389

負債純資産合計 18,343,511 20,109,979
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高 12,840,621 10,390,352

売上原価 11,556,858 8,867,076

売上総利益 1,283,762 1,523,275

販売費及び一般管理費 1,315,801 1,480,067

営業利益又は営業損失（△） △32,038 43,207

営業外収益   

受取利息 12,580 18,985

受取配当金 1,709 2,043

投資不動産賃貸料 13,480 17,003

為替差益 216,782 149,547

その他 38,479 62,022

営業外収益合計 283,032 249,601

営業外費用   

支払利息 59,690 49,348

減価償却費 18,683 13,213

シンジケートローン手数料 13,903 14,427

その他 18,247 38,152

営業外費用合計 110,525 115,142

経常利益 140,468 177,666

特別損失   

減損損失 66,702 －

事業再編損 － ※ 247,584

特別損失合計 66,702 247,584

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
73,765 △69,917

法人税、住民税及び事業税 182,757 185,009

法人税等調整額 26,630 24,088

法人税等合計 209,387 209,097

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △135,622 △279,015

四半期純損失（△） △135,622 △279,015
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △135,622 △279,015

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △4,121 4,468

為替換算調整勘定 731,059 494,655

退職給付に係る調整額 － △12,435

その他の包括利益合計 726,938 486,689

四半期包括利益 591,315 207,673

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 591,315 207,673

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期

間に近似した年数に基づく割引率から対象給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加

重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、第１四半

期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減

しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る資産が109,742千円増加し、利益剰余金が70,893

千円増加しております。なお、当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用）

当社は、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30

号　平成25年12月25日）を第１四半期連結会計期間より適用しております。なお、当実務対応報告適用初年度の

期首より前に締結された信託契約に係る会計処理につきましては従来採用していた方法を継続するため、当実務

対応報告の適用による四半期連結財務諸表への影響はありません。

 

 

（追加情報）

（信託型従業員持株インセンティブ・プラン）

当社は、従業員への福利厚生を目的として、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行って

おります。

(1) 取引の概要

当社は、平成23年２月15日開催の取締役会において、当社従業員に対する当社の中長期的な企業価値向

上のインセンティブ付与と、株主としての資本参加による従業員の勤労意欲高揚を通じた、当社の恒常的

な発展を促すことを目的として、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」（以下、「本プラン」と

いいます。）の導入を決議いたしました。

本プランは、「遠藤製作所従業員持株会」（以下、「本持株会」といいます。）へ当社株式を譲渡する

目的で設立する「従業員持株会専用信託口」（以下、「専用信託口」といいます。）が、本プランを導入

後５年間にわたり、本持株会が取得すると合理的に見込まれる数の当社株式を、当社からの第三者割当に

よって予め取得し、毎月、当社株式を本持株会に対してその時々の時価で売り付けます。

本信託の終了時点で専用信託口に株式売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益相当額を残余

財産として、本信託契約で定める受益者適格要件を満たす従業員に分配します。

なお、当社は、専用信託口が当社株式を取得するための借入に対して保証をしているため、当社株価の

下落により専用信託口内に株式売却損相当額が累積し、信託終了時点において専用信託口内に当該株式売

却損相当の借入金残債がある場合は、保証契約に基づき、当社が当該残債を弁済することになります。

当社は、平成23年３月16日付で、自己株式222,200株（123,987千円)を専用信託口へ譲渡しております。

当該自己株式については、当社が専用信託口へ株式を譲渡した時点で売却処理を行っております。また、

専用信託口が所有する株式を含む資産及び負債並びに費用及び収益を、当社の連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結包括利益計算書に含めて表示しております。

 

(2)「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　

平成25年12月25日）を適用しておりますが、従来採用していた方法により会計処理を行っております。
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(3) 信託が保有する自社の株式に関する事項

①　信託における帳簿価額

前連結会計年度　33,201千円、当第３四半期連結会計期間　8,872千円

②　当該自社の株主資本において自己株式として計上しているか否か

信託が保有する自社の株式は株主資本において自己株式として計上しております。

③　期末株式数及び期中平均株式数

期末株式数　前連結会計年度　59,500株、当第３四半期連結会計期間　15,900株

期中平均株式数　前第３四半期連結累計期間　89,667株、当第３四半期連結累計期間　37,342株

④　③の株式数を１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めているか否か

専用信託口が所有する当社株式は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めておりません。

 

（債務保証損失引当金の計上）

従業員持株信託は当社株価の下落により、現状の株価が継続すると１年以内に株式取得が完了し信託期間

が終了する可能性が高くなっております。

現状の市場状況を勘案しますと、当社の株価についても信託の財務状態の回復に至るまでの上昇を見込む

ことは困難なこと、平成26年12月31日現在では信託元本が毀損しており、その借入金に対する保証債務につ

き損失発生の可能性が予想されることにより、債務保証損失引当金を24,376千円計上しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　事業再編損

　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

　希望退職者を募集したことによる事業再編損の内訳は次のとおりであります。

 希望退職による特別退職加算金 241,770 千円

 再就職支援費用 44,730  

 大量退職に係る未認識数理計算上の差異等の一括償却 △18,491  

 大量退職に係る退職給付債務取崩益 △20,424  

 計 247,584  

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

減価償却費 713,413千円 667,706千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 87,301 10 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

 
（注）上記配当金の総額は、専用信託口が所有する当社株式に対する配当金を含めて表示しております。

（２）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 87,300 10 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

 
（注）上記配当金の総額は、専用信託口が所有する当社株式に対する配当金を含めて表示しております。

（２）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

該当事項はありません。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ．前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２ ゴルフ事業

ステンレス
事業

鍛造事業 計

売上高       

外部顧客に対する売上高 6,035,881 986,032 5,818,707 12,840,621 － 12,840,621

セグメント間の内部売上高又

は振替高
7,650 － － 7,650 △7,650 －

計 6,043,531 986,032 5,818,707 12,848,271 △7,650 12,840,621

セグメント利益又は損失（△） △653,357 201,957 765,611 314,211 △346,250 △32,038

 
（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△346,250千円には、セグメント間取引の消去△7,650千円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△338,600千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「ステンレス事業」セグメントにおいて、固定資産の減損損失を計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては、66,702千円であります。
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Ⅱ．当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２ ゴルフ事業

ステンレス
事業

鍛造事業 計

売上高       

外部顧客に対する売上高 4,282,757 1,064,062 5,043,532 10,390,352 － 10,390,352

セグメント間の内部売上高又

は振替高
7,650 － － 7,650 △7,650 －

計 4,290,407 1,064,062 5,043,532 10,398,002 △7,650 10,390,352

セグメント利益又は損失（△） △534,691 333,121 572,159 370,589 △327,381 43,207

 
（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△327,381千円には、セグメント間取引の消去△7,650千円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△319,731千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 
 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △15円54銭 △31円96銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（△）（千円） △135,622 △279,015

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（△)

（千円）
△135,622 △279,015

普通株式の期中平均株式数（株） 8,730,106 8,730,060

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．専用信託口が所有する当社株式は、１株当たり情報の算定上、控除する自己株式に含めておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年２月10日

株式会社遠藤製作所

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松本　保範　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 神代　勲　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社遠藤

製作所の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２６年１０

月１日から平成２６年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２６年４月１日から平成２６年１２月３１

日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社遠藤製作所及び連結子会社の平成２６年１２月３１日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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